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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、エチオピア連邦民主共和国の貧困農民支援に係る協力準備調査

を2012年10月に実施しました。同調査では、エチオピア連邦民主共和国政府関係者と協議を行う

とともに関連の現地情報の収集を行い、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成24年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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AISE Agricultural Input Supply Enterprise 農業資機材供給公社 
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EIAR Ethiopian Institute of Agricultural Research エチオピア農業研究機構 

E/N Exchange of Notes 交換公文 

ESE Ethiopia Seed Enterprise エチオピア種子公社 

FOB Free on Board 本船渡条件 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GTP Growth and Transformation Plan 成長と転換計画 

KR Kennedy Round 
ケネディ・ラウンド、または

食糧援助 

2KR 
Second Kennedy Round/Grand Aid for the Increase of Food 

Production/Grant Assistance for Underprivileged Farmers 
食糧増産援助・貧困農民支援1

MoA Ministry of Agriculture 農業省 

MoFED Ministry of Finance and Economic Development 財務経済開発省 

MT Metric Ton 重量トン 

NGO Non-governmental Organization 非政府組織 

PASDEP 
Plan for Accelerated and Sustained Development to End 

Poverty 

貧困を終焉させるための加速

的かつ持続可能な開発計画 

SAA Sasakawa Africa Association 笹川アフリカ協会 

                                                        
1 1964年以降の関税引下げに関する多国間交渉（ケネディ・ラウンド）の結果、穀物による食糧援助に関する国際的な枠組み

が定められ、わが国では1968年度より食糧援助が開始された。上記経緯からわが国の食糧援助はケネディ・ラウンドの略称

であるKRと呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は基本的には開発途上国自らの食糧自給のための自助努力により

解決されることが重要との観点から、1977年度に新たな枠組みとして食糧増産援助を設け農業資機材の供与を開始した。本

援助は食糧援助のKRの呼称に準じ2KRと呼ばれている。2005年度に食糧増産援助は貧困農民支援となり従来の食糧増産に加

え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業資機材の供与をめざすこととなったが、本援助の略称は引き続き2KRとなっ

ている。なお、食糧増産援助/貧困農民支援の英名はIncrease of Food Production / Grant Assistance for Underprivileged Farmersで

ある。 
 



 

 

単位換算表 
 
 

＜面積＞ 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2 （1）

アール a 100

エーカー ac 4,047

ヘクタール ha 10,000

平方キロメートル km2 1,000,000

 

 

＜容積＞ 

名称 記号 換算値 

リットル ℓ （1）

ガロン（英） gal 4.546

立法メートル m3 1,000

 

 

＜重量＞ 

名称 記号 換算値 

グラム g （1）

キログラム kg 1,000

トン MT 1,000,000

 

 

＜円換算レート＞ 

USD1＝77.68円 （2012年10月1日） 

USD1＝Birr17.9480 （2012年10月1日） 

Birr1＝4.32806円 
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第１章 当該国における2KRの実績、効果及びヒアリング結果 
 

１－１ 実 績 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）に対するわが国の食糧増産援助・貧

困農民支援（Second Kennedy Round/Grand Aid for the Increase of Food Production/Grant Assistance for 

Underprivileged Farmers：2KR）援助は、1981（昭和56）年度に開始され、2011（平成23）年度ま

でに23回にわたり実施され、これまでの供与累計額は155億7,800万円である。これまで実施された

2KR供与の推移を表1-1に示す。過去4カ年度分の調達品目は肥料（尿素）であり、いずれも主要穀

物であるテフ、メイズ、ソルガム、小麦及び大麦の収量増加が目的である。 

 

表１－１ エチオピアに対する2KR援助実績 

単位：億円 

年度 
2000 年 ま

での累計 
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 累計

E/N額 127.00 5.00   4.00 4.48  4.50  5.90  4.90 155.78

（出所：外務省ホームページ） 

 

2011年度2KRで調達された肥料［尿素9,004.716重量トン（Metric Ton：MT）］は、2012年10月中

旬にエチオピア政府のもとに到着した直後ということもあり、2012年11月から順次配布する計画

とのことである。 

 

１－２ 効 果 

１－２－１ 食糧増産面 

エチオピアでは森林過伐による土壌流出、過剰耕作・放牧による土地生産性低下が大きな問

題であり、安易に耕作地を拡大することが困難な状況である。したがって、2KRで調達される肥

料は収量増加の手段として貧困農民を対象にした食糧安全保障に資することを目的として供与

されている。 

肥料から得られる増産効果については、気候条件、灌漑の有無、種子等のさまざまな要因が

大きく働くため、肥料だけに特化してその効果を定量化することは難しいが、政府関係者や農

民からは、肥料の増産効果が認められるとの声が聞こえる（エチオピア連邦民主共和国平成23

年度貧困農民支援準備調査報告書参照）。また、エチオピア政府によるNational Agricultural 

Extension Intervention Program（NAEIP）及びSG2000による伝統農法と改良種子及び肥料を投入

した場合（改良農法）の単収比較を表1-2に示す。出所論文によると、この比較結果は大規模な

実証データであり、NAEIPについては比較的降雨の恵まれた地域での集計である。一般的に在来

種子よりも改良種子のほうが化学肥料による増収効果が高く、NAEIPではテフ以外の穀物におい

て単収が100％以上増加し、メイズについては200％程度の非常に高い増産効果が認められてい

る。また、エチオピアの平均収量と改良農法の単収を比較すると、いずれも改良農法の単収が

高く、メイズ及びソルガムでは約2倍、小麦の収量では1.5倍程度収量が高くなっている。 
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表１－２ 改良種子及び肥料投入による増産効果 

 

 

 

 

（出所：平成21年度貧困農民支援準備調査報告書） 

 

 

１－２－２ 貧困農民、小規模農民支援面 

アディス・アベバにあるエチオピア農業研究機構（Ethiopian Institute of Agricultural Research：

EIAR）では、各地域の自然条件や土壌タイプによる施肥の実証試験を実施中ではあるが、施肥

基準として、メイズとソルガムが二燐安肥料（Di-Ammonium Phosphate：DAP）100kg/ha、尿素

200kg/ha、テフではDAP100kg/ha、尿素100kg/ha、小麦と大麦がDAP150kg/ha、尿素150kg/haを推

奨している。すべての作物について施肥時期は種蒔き時に50％の尿素量と100％のDAP量を使用

し、35日間後に尿素のみを50％量使用する2回に分けた方法を推奨している。メイズとソルガム

の収穫量は肥料を投入しないと2MT/haで、肥料を投入すると6～7MT/haに増収し、同様に小麦・

大麦では2MT/haが4～5MT/haに、テフでは1MT以下/haが2MT以上/haに、それぞれ収量が増加す

るとのことである。 

 

表１－３ 施肥時の収量と所得比較表 

（出所：出所：平成23年度貧困農民支援準備調査報告書。金額は2011年10月時点のもの。） 

 

表1-3のとおり、テフは100％、メイズとソルガムは200～250％、小麦と大麦は100～150％の増

産効果が見込まれるが、あくまで一般的な数値であり、降雨量や降雨時期、降雨期間により作

物収量は大きく変化する。しかしながら肥料を使用することによる小規模農家の裨益効果は明

らかである。 

農家所得の試算は肥料購入価格及び収穫物の販売価格に依存する。肥料は国際市況により価

格が急激に変動するため、肥料の廉価での安定供給が小規模農家の裨益にとって重要な要素で

ある。また、エチオピアの穀物価格は基本的に市場の需給バランスに委ねられており、豊作年

や収穫期においては穀物価格が下落し、逆に不作年や農閑期に価格が上昇する傾向にある。農

協連合や単位農協などの農作物の保管能力が向上すれば、穀物の価格上昇時に市場で販売する

ことも可能となり、それを農民に還元することにより更なる裨益効果が期待できる。 

テフ 1,050birr
DAP 100kg
尿素 100kg

DAP 1100birr
尿素 900birr

1.0 2.0 100 10,500 19,000 8,500 80.95

メイズ 400birr
DAP 100kg
尿素 200kg

DAP 1100birr
尿素 900birr

2.0 6.0 ～ 7.0 200～250 8,000 23,100 15,100 188.75

ソルガム 400birr
DAP 100kg
尿素 200kg

DAP 1100birr
尿素 900birr

2.0 6.0 ～ 7.0 200～250 8,000 23,100 15,100 188.75

コムギ 700birr
DAP 150kg
尿素 150kg

DAP 1100birr
尿素 900birr

2 4.0 ～ 5.0 200～250 14,000 28,500 14,500 103.57

オオムギ 800birr
DAP 150kg
尿素 150kg

DAP 1100birr
尿素 900birr

2 4.0 ～ 5.0 100～150 16,000 33,000 17,000 106.25

単収 (MT/ha)
施肥量

(kg/ha)
作物名

不使用 使用
増産効果

(%)

販売価格
(birr/100kg)

肥料購入価格
(birr/100kg) 不使用 使用

増産効果

(%)
増収入

所得 (birr/ha)

テフ 1.43 0.85 68 1.62 0.64 153 1.23
メイズ 4.73 1.57 201 4.60 1.57 193 2.20
ソルガム 2.93 1.17 150 2.31 0.95 143 1.55
コムギ 2.79 1.12 149 2.08 0.92 126 1.84
オオムギ 2.15 1.00 115 - - - 1.83

「エ」国の平均
収量2009/10

(MT/ha)
作物名 改良種子＆肥料投入

(MT/ha)
伝統農法

(MT/ha)
増産効果

(%)

NAEIP SG2000
改良種子＆肥料投入

(MT/ha)
伝統農法

(MT/ha)
増産効果

(%)
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１－３ ヒアリング結果 

今般各関係機関に対して聞取り調査を行った結果は以下のとおりである。肥料投入に関しては

エチオピアではニーズが高く、農民が作物栽培する際には肥料を投入することは当たり前となっ

ており、さらに食糧安全保障のうえで重要な位置を占めている。また、農民の約83％が2ha以下の

耕地で農業を営む小規模農民であり、2KR肥料または自国調達肥料はこうした農民に対して販売さ

れている。 

 

１－３－１ 裨益効果の確認 

エチオピアは、恒常的に食糧援助を受け入れざるを得ない状況にあり、食糧安全保障の確保

が最重要課題である。国家開発計画において農業生産性の向上を大きな目的のひとつに掲げて

おり、その手段のひとつとして肥料供給量の増加が挙げられている。農業省（Ministry of 

Agriculture：MoA）は、年々増え続ける肥料使用を補完するものとして2KR肥料がその一助にな

っていると評価している。エチオピアでの食糧生産の状況は、表1-3で示したように、全国レベ

ルにおいて肥料使用の増加に合わせ収量も増えていることが明らかであり、2KRは確実に効果を

上げているといえる。 

2KR肥料の多くは、農業生産ポテンシャルの高い、オロミヤ州、アムハラ州、南部諸民族州及

びティグライ州を中心に遠隔地にも販売され、多くの農民が2KR肥料を利用している。 

また、過去の農協連合、単位農協、農民からの聞き取りにおいても、肥料を投入しないと収

量が半減少することやそれに伴う収入減少は明確に把握できており、作物の収量維持及び向上

のために肥料を使用することは必要不可欠であるとのコメントが多く聞かれ、小規模農民に肥

料の使用が浸透していることがうかがえる。 

 

１－３－２ ニーズの確認 

成長と転換計画（Growth and Transformation Plan：GTP）では、農地の土壌肥沃度の改善及び

農業生産の向上のため、現在の83万MT/年から2014/15年までに尿素及びDAPの供給量を166万

MT/年にまで引き上げることを目標としている。MoAは肥料の使用を奨励しており、肥料の販売

は年々拡大しているものの、2011年の販売実績は55万MT（DAP 35万MT、尿素20万MT）で2012

年の国内需要予測量（尿素のみの）は47万MTであり、需要量に比して販売量が少なく、エチオ

ピアは外貨不足であるため輸入量を制限せざるを得ない財政状況であることがうかがえる。肥

料の需要に対する供給を補完するという点において2KRによる肥料供与の貢献は非常に大きい

との認識から、エチオピア政府は2KRの継続的な実施を望んでいる。その一方で、GTPでは

2014/2015までにエチオピア内に尿素生産工場（30万MT）の建設を計画しており、2KRに依存し

ないでエチオピア独自での肥料調達をめざしている。 

 

１－３－３ 課 題 

MoAやその地方組織の職員や援助関係者より、農業生産性の向上のためには肥料の投入に加

え、灌漑及び改良種子の普及など総合的な観点からの支援が必要との意見がある一方、十分な

財政的支援も必要であることが把握できた。 

改良種子の生産は、種子公社（Ethiopia Seed Enterprise：ESE）が事実上独占している。ESE以

外の種子生産会社の生産体制は小規模かつ政府統制価格が低く採算性がとれないことから改良
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種子の入手経路は基本的に農協からの購入に限定されており、ESE以外の民間種子生産会社の支

援が必要であるとのことであった。 

また、MoAや農業資機材供給公社（Agricultural Input Supply Enterprise：AISE）の職員から物

流システムが未整備であるため、遠隔地では農業投入財の価格も高くなり、貧困農民が必要量

を購入できない場合も生じているとのことであった。農業投入財の入手状況を改善するために

は、物流システムを含むインフラ整備も不可欠である。 
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第２章 案件概要 
 

２－１ 目標及び期待される効果 

エチオピアでは、森林伐採による環境破壊など土地に係る問題が深刻であり、作物増産のため

の新たな農地の拡大を推進させることには環境保護の観点から困難な状況にある。また、作物栽

培ができる自然条件に恵まれた地域も限られており、国家食糧安全保障の観点から、既存農地で

の作物の単収を増加させることが重要とされている。 

上位計画であるGTPで記載されているとおり、穀物の目標生産量を達成するには、肥料の使用量

増加が不可欠であり、2014/15年には、肥料（DAPと尿素）166万MTの供給を目標としている。2KR

は食糧増産をめざしたGTPの実施に直接的に貢献し、年々増加していく農民の肥料需要に応えるも

のである。また、国全体としての食糧増産だけでなく、農家個々でみても、生産性が高まり農家

の所得が向上することで、貧困削減に貢献することが期待されている。 

 

２－２ 実施機関 

２－２－１ 実施体制 

2KRの要請機関は財務経済開発省（Ministry of Finance and Economic Development：MoFED）で

あり、主務業務である財政経済分野に加え、対外援助の窓口機関で700名以上が勤務している。

同省の二国間援助理事会が2KRの直接担当部署であり見返り資金の管理、使途について所掌して

いる。 

監督機関はMoAで、企画計画局が対外的な窓口となり実施を総括し、農業資機材流通局がエ

チオピア全体の化学肥料の流通を所掌している。MoAの組織図を図2-1に示す。 

2KRで調達される肥料について、通関、引取、配布・販売は、AISEに委託されており、同公

社が2KRの肥料販売額の全額をMoFEDの保有する2KR専用見返り資金口座に積み立てている。

外部監査実施責任機関は、MoFEDである。MoFEDの組織図を図2-2及び図2-3に示す。 

このように3機関（MoFED、MoA及びAISE）が2KRに係る業務を分担し実施しているが、過去

の2KRにおいても、この体制は機能しており、問題は発生していない。 

 

  エチオピア種子企業  
  エチオピア肉＆牛乳技術研究所   
  エチオピア園芸開発機関   
  国家動物検疫研究所  

生物多様性学会

2KR 担当部署       省に対して説明責任がある組織

 国家災害防止  &  準備基金  
 国家緊急食糧安全貴金  

農業大臣  

農業開発セクター  
天然資源セクター  

法務理事会  内部監査理事会  

計画プログラム  

理事会 

 

広報活動事務室 

女性問題理事会  
 

財政調達＆資産管理

理事会

情報技術管理  

センター  

農業拡張理事会 

 
農業投資理事会  

国立資源開発＆

利用理事会  

災害防止と食糧安全保障

セクター  

食糧安全保障調

整理事会  

専門家 
 

専門家  
 

専門家  
 

専門家  

人的資源開発＆管理

理事会  

植物＆動物検疫 
及び品質理事会  

 

農業セクター改革  

理事会

特別支援地域理事会
 

 

地方土地業政＆
利用理事会  

 

専門家  

早期警戒と対応 

理事会  
農業投入マーケット

理事会  

  エチオピア農業研究所  
  エチオピア貿易企業   

 

 

専門家  

 

  

（出所：MoA）
図２－１ MoA組織図
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（出所：MoFED） 

図２－２ MoFED組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所：MoFED） 

図２－３ MoFED組織図（補足） 

 

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
    
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

財務経済開発大臣 

人的資源＆  
管理局  

 支出マネジメント 
＆計画指導室

 

実施マネジ 
メント改革室 

  

法的サービス

理事会
 

内部監査 
理事会 

女性室  広報＆インフォ

メーション理事会
 

国務大臣
 

開発計画・政策・予算
  

国務大臣
 

公的財政
 

国務大臣
 

開発協力
 

開発計画予算理事会   

マクロ経済＆マネジメント
 

理事会
  

国家経済口座理事会  

政府財政管理理事会 

情報技術理事会
 

財政＆調達理事会
 

一般サービス理事会
 

記録＆ドキュメント理事会
  

外部 資源動員＆マネ
 ジメント理事会  

債務管理理事会 

  中央統計庁

  
 エチオピア地理庁

 

 政府調達庁

 

  公社信託委員会
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部リソース動員＆マネージメント理事会 

EU事務室理事会 

国際財政理事会 

UN調整理事会 

二国間援助理事会(2KR担当) 
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２－２－２ AISE 

AISEは1984年に前身である農業資機材供給公社（Agricultural Input Supply Corporation：AISCO）

として設立された（設立当初の資本金は2,200万birr）。AISEは独立採算であるが公的機関として

エチオピア政府の官報53年No.71（1994年2月20日）でその役割が明確に規定されており、①農

業資機材の国内調達及び輸入、②農業資機材の市場及び価格の安定、③目的を達成するために

必要な活動の実施が課されている。 

現在AISEは従業員を約500名雇用し、肥料、農薬、家畜用医薬品などを輸入しエチオピア全土

に販売しており、肥料の販売が全取引の約90％を占める。AISEは公社として肥料の安定供給を

使命とし、MoAから指示を受け、農業ポテンシャルが高い地域のみならず、辺境地や肥料不足

地域へ販売する役割も担っている。AISEの肥料販売先は農協連合または会員である単位農協で

あり、そこを経由して貧困農民に対して販売している。AISEの組織図を図2-4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（出所：AISE） 

図２－４ AISE組織図 

 

２－２－３ 農業村落開発予算 

2006/2007年の農業村落開発にかかわる経常予算の内訳を表2-1に示す。食糧安全保障の関連経

費が予算全体の80％以上を占め、食糧安全保障に重点が置かれている。また、各ドナーからの

援助財政支援（無償及びローン）が47.67％も占めており、エチオピアの農業村落開発は海外か

らの援助に大きく依存している。なお、2KRについては現物供与として取り扱われており、表2-1

の予算には含まれていない。 

 

マーケット
管理事務所

販売
センター

販売
センター

販売
センター

販売
センター

販売
センター

販売
センター

マーケット
管理事務所

マーケット
管理事務所

マーケット
管理事務所

マーケット
管理事務所

マーケット
管理事務所

マーケット
管理事務所

運輸部

中央支店 東部支店 南部支店 西部支店 北東支店 北西支店
ティグライ
支店

総務部 財務部 商務部

評議会

監査委員会

ゼネラルマネージャー

計画＆プログラム室 法務室
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表２－１ 農業村落開発予算 

単位： 1,000birr 

 

 

 

 

 

 

 

（出所： 平成21年度貧困農民支援準備調査報告書） 

［原資料はNEGARIT GAZETA 13th year Compiled Binding （2006/2007）］ 

 

２－３ 要請内容及びその妥当性 

２－３－１ 対象作物 

本計画における対象作物については、食糧作物である、テフ、メイズ、ソルガム、小麦、大

麦とする。これら5種の作物は総穀物生産量の80～90％程度を占めていることから主要作物とし

て位置づけられる。恒常的な食糧不足に直面しているエチオピアにおいては食糧安全保障の確

保が国家的課題であり食糧増産が望まれることから、これら5種の作物を2KRの対象作物とする

ことは妥当である。 

 

２－３－２ 対象地域及びターゲット・グループ 

対象地域はエチオピア全地域とし、農業ポテンシャルが高い地域のみならず、アクセスの悪

く肥料が不足する遠隔地域を重点地域としている。主要農業生産地であるオロミヤ州、アムハ

ラ州及び南部諸民族州において肥料の需要が高いものの、エチオピア全域においても肥料の需

要がある。 

ターゲットグループは小規模農家としている。MoAは小規模農家について明確な定義を有し

ていないものの、おおむね0.50haから2ha以下（2010/11年で全体の約83％を占める）の農地所有

農家を小規模農家として分類している。エチオピア全国の1所有者当たりの平均耕地面積（短年

作物）は0.88haであり、82.97％が2.0ha以下の農地で耕作している小規模農家である。 

 

２－３－３ 要請品目・要請数量 

調査及び協議の結果、最終的にエチオピア政府より要請された品目及び数量を表2-2に示す。 

 

表２－２ 要請品目・数量 

要請品目 要請数量 

尿素 30,000MT 

 

（1）要請品目 

要請品目である尿素は、水に溶けやすい即効性の窒素系肥料で、吸湿性が高いため粒状

化されている。窒素系肥料のなかで窒素含有率が最も高く、土壌を酸性化する副成分を含

項目 国庫 援助（無償） 援助（ローン） 独自収入 合計 割合

食料安全保障 2,009,630 1,354,788 202,990 3,567,407 80.78%

農業開発 200,838 106,774 170,735 16,208 494,554 11.20%

資源開発・保全 7,893 36,676 142,804 187,374 4.24%

農業マーケティング・投入財 14,488 14,032 65,963 5,017 99,500 2.25%

農業研究 （｢エ｣農業研究機構） 50,917 2,580 8,056 61,553 1.39%

農協活動促進 6,000 6,000 0.14%

合計 2,289,766 1,514,850 590,548 21,225 4,416,389 100.00%
割合 51.85% 34.30% 13.37% 0.48% 100.00%
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まない。成分の尿素態窒素はアンモニア態窒素に変わり、さらに畑では速やかに硝酸態窒

素に変わって作物に吸収される。穀類、野菜、果樹などほぼすべての作物に適するため、

汎用性が高く世界的に広く使用されている。エチオピアの農民の間でも穀物栽培の元肥及

び追肥用としてDAPと共に広く使用されており、今まで実施してきた2KR援助においても調

達されてきた品目である。また、エチオピアの農民は尿素を活用することにより農作物の

収穫が2倍程度向上することを理解しており、一般的に使用する肥料として認識されている。 

一方、肥料の調達先はエチオピア以外のすべての国としているが、これは国際入札で調

達先を広げることで競争力が生じてより安価な価格で肥料が調達できるためである。また、

国際入札により調達した肥料の品質については、入札時に肥料の成分を規定しており現在

までに品質に関する問題は発生していないとのことで、原産国はエチオピア以外のすべて

の国とする。 

 

（2）要請数量 

穀物栽培における推奨施肥量について、1970年代にはMoAでは、ha当たりDAP100kgの施

肥を指導してきた。一方で、研究者間ではha当たりDAP100kgに加え尿素50kgの施肥を唱え

てきた。1988～1991年に行われた施効調査で、DAPと尿素の双方の必要性が証明され、そ

れに基づきエチオピア政府とわが国の非政府組織（Non-governmental Organization：NGO）

である笹川アフリカ協会（Sasakawa Africa Association：SAA）の共同プロジェクト「SG2000」

（1993～1997年）ではha当たりDAP100kg、尿素100kgを推奨した。実際の施肥量は、各農家

は現金収入が限られているため、家計の制限を受けざるを得ず、各地域、作物ごとに農民

がそれぞれ自分の経験を生かしつつ、農業普及員の指導を仰ぎながら決めているようであ

る。 

恒常的に食糧が不足しているエチオピアにおいては、食糧安全保障の確保が主要課題で

あり、貧困を終焉させるための加速的かつ持続可能な開発計画（Plan for Accelerated and 

Sustained Development to End Poverty：PASDEP）の農業村落開発計画において、主要穀物の

生産性向上のために農業投入財の供給拡大を図っており、2009/14年までに肥料166万MT

（DAPと尿素を合わせた数量）の投入を目標としている。実際、エチオピアでは年々肥料

の販売量が増加を続けており、2010年の販売実績は2008年に比して37％増の55万3,885MT

（DAP35万2,309MT 尿素20万1,576MT）であり、販売実績のうち、93.1％が小規模農民（貧

困農民）向けであり、残りの6.79％が大規模商業農園や研究施設などで使用された。 

毎年、MoA地方事務所より各村（Kebele）に派遣されている普及員が、草の根レベルで肥

料の年間需要予測量を収集し、MoAが、各州（Region）レベルで取りまとめられた年間需

要予測量を取りまとめている。2012年の国全体の肥料需要予測量は117万MT、うち尿素が

46万MTであるが、このうち43万MTはエチオピアの国家予算で調達する計画で、残りの3万

MT（6.5％相当）を日本に2KRとして要請してきている。これに対し、2011/12年の対象作物

の作付面積（1,208万6,604ha）と上記MoAの一般的な推奨施肥量（尿素50～100kg/ha）に基

づく尿素の必要量は60万4,330MT～120万8,660MTと算出され、上記尿素の需要予測量は過

大な量とはなっていない。 

このようにMoAは、2KRの尿素をエチオピアの必要量を一部補うものとして要請してお

り、同要請数量は妥当であると思われる。 
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なお、2KR要請数量（3万MT）はエチオピアで販売可能数量（23万3,000MT）の12.8％に

相当するが、エチオピアが輸入する2KR以外の肥料と同様に販売されること、MoAの指示

に基づき肥料が不足している遠隔地に対しても配布されることから市場に大きく影響を与

えるものではなく、肥料の安定供給に寄与するものである。なお、3万MTの肥料は各地域

で集計された需要量に基づいて表2-3のとおり振り分けられている。 

 

表２－３ 要請品目・数量内訳 

州 名 
2012年度2KR 

尿素（MT） （%） 

オロミヤ州 9,500 32 

アムハラ州 12,450 41 

南部諸民族州 2,590 9 

ティグライ州 2,250 7 
その他地域 
（アファール州、 
ソマリ州、ベニシャング
ル州、ガンベラ州、ハラ
ル州、ディレダワ州） 

3,210 11 

合計 30,000 100 
（出所：MOA） 

 

２－３－４ スケジュール案 

図2-5に対象作物の栽培カレンダーの一例を示す。以下の栽培カレンダーは、MoAが作成して

いる各州（Region）、県（Zone）、作物別の栽培カレンダーを基に、エチオピア内で特に農業活

動が盛んであるアムハラ州のデータを集約したものである。同じ県内でも高地、内陸部、低地

と異なる自然条件の下では農作業時期が異なっていることから、同カレンダーではそれぞれの

作業期間は数箇月の幅のあるものとなっているが、一般的にエチオピアにおける農業活動は、

大雨期（メハール）入りする5～7月（作物によっては9月）までに播種を行い、10～11月に収穫

を行う、と考えられている。よって、肥料が4月ごろに農民の手に渡るためには、3月以前にエ

チオピアに到着することが望ましい。 

また、二期作ができる地域では、小雨期（ベルグ）を中心とした12～3月ごろに作付けを行い、

5～7月に収穫を行っている。この場合、10月以前に肥料がエチオピアに到着すると効率的に利

用することが可能となる。 
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（出所：MoA農業普及局） 

図２－５ 作物別栽培カレンダー2 

 

２－３－５ 調達先国 

エチオピアを除くすべての国とする。エチオピアにおける尿素の輸入に関する国際競争入札

においては、調達先国についての条件は付けておらず、特に支障は生じていない。調達適格国

を広く設定することは、入札の競争性を高めるためにも妥当である。 

 

２－４ 実施体制及びその妥当性 

２－４－１ 配布・販売方法・活用計画 

エチオピアの肥料の輸入については、肥料の購入価格を下げるため、2009年販売分よりAISE

が輸入幹事機関として指定され、数十万MT規模の肥料を輸入している。大口の国内販売につい

ては、AISEがアディス・アベバを含めて全国に中央倉庫を7カ所保有していることから、そこか

ら農協連合や会員の単位農協に対して肥料を輸送及び販売している。また、比較的小口の肥料

販売については、全国に50カ所あるAISEの販売センターを通じて個人農家に対しても肥料を販

売している。 

2KRの肥料については、現在エチオピア内に肥料を取り扱う民間会社はなく、配布・販売はす

                                                        
2 アムハラ州では、ソルガムの二期作は行われていないため、図2-5ではベルグ期におけるソルガムの記載を割愛している。 

 

作付期 作物　　月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

△ △
○ ○
　□ □

◎ ◎
△ △

○ ○
　□ □

◎ ◎
△ △

○ ○
　□ □

◎ ◎
△ △

○ ○
　□ □

◎ ◎
△ △

○ ○
　□ □

◎ ◎
△ △

○ ○
　□ □

◎ ◎
△　△

○  ○
　□ □

◎ ◎
△ △

○ ○
□ 　□

◎ ◎
△ △

○ ○
□ 　□

◎ ◎

凡例：耕起：△     播種／植付：○     施肥：□     収穫：◎

オオムギ

メハール

ベルグ

テフ

メイズ

ソルガム

コムギ

オオムギ

テフ

メイズ

コムギ



 

－12－ 

べてAISEに委託されており、上記の販売経路とおおむね同一である。2KR肥料については、全

国レベルでの肥料の安定供給を確保するため、遠隔地域の農協連合、単位農協に対しても肥料

を配布している。また、販売センターではMoA及びAISE本部の指示により、販売先を小規模の

農協連合、農協及び小規模農家に限定している。本案件の販売経路及び見返り資金のフローを

図2-6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ 肥料の販売経路・見返り資金のフロー 

 

肥料の販売価格決定方法は、AISEでは2KR肥料についてはFOB価格の2分の1として計上し、

2KR以外に調達した肥料の購入価格とを重量平均して基準価格を定め、これに輸送費及び手数料

を上乗せして決定している。また、AISEは公社として市場を安定化させることを使命としてい

るだけでなく、MoAから指示を受け、辺境地や肥料不足地域へ販売する役割も担っている。こ

れらの地域に肥料を販売する際の価格は、輸送コストが高くなるがあまり高いと貧困農民が購

入することが困難となるために、AISEは政府の指示により採算を度外視した安価な価格で販売

している。 

 

２－４－２ 技術支援の必要性 

エチオピアの穀物栽培に使用される肥料はDAPと尿素のみであり、農協連合、単位農協、農

民を対象とした過去のインタビューからも肥料の必要性、施肥時期などの化学肥料の基本的な

知識が農民に蓄積されていることが確認されている。また、肥料の輸入管理・配布体制も既に

確立されている。他方でMoA地方事務所は、農作物に対するおおよその推奨施肥量を定めてい

るが実証試験に基づく施肥効果についてのデータを持ち合わせておらず、施肥及び施肥効果に

関する研究は活発ではない。上記のこと、及びエチオピアにおける農業生産ゾーンが標高及び

尿素 :

見返り資金 :

報告

MoFED

MoARD AISE　中央倉庫　アディス・アベバ

小規模・貧困農家

尿素
エチオピア
国立銀行

モニタリング

指示

管理

AISE 販売センター / AISE 地方倉庫

民間会社  / 農協連合

単位農協

モニタリング

モニタリング

モニタリング

モニタリング
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降水量により多岐に分かれていることから、各農業生産ゾーン及び品種に合わせた施肥効果、

改良種子の開発研究及び技術支援がエチオピアにおける中長期的な農業生産性の向上に貢献す

ると考えられる。 

 

２－４－３ 見返り資金の管理体制 

（1）積み立て方法、管理機関 

見返り資金については、AISEが販売代金を回収後、エチオピア国立銀行の2KR見返り資

金専用口座に積み立てている。 

積み立てられた見返り資金口座の管理はMoFED二国間協力局が行っており、見返り資金

プロジェクトの申請も同局が行う。 

 

（2）積み立て実績 

2012年10月現在、2000年度案件以降の積み立て状況については、表2－4のとおりである。 

2005年度及び2007年度については、AISEが見返り資金積み立て義務額に相当する額を積

み立てている。2009年度以降については、販売代金の全額積み立てについてエチオピア及

び日本側の双方で合意している。2009年度分については、2012年4月時点で調達数量の75％

の販売が終了しており、積み立て額も約4,300万Birr（169％）に達していた。2011年度案件

に関しては、2012年10月に肥料が現地に到着したばかりであり、これから販売・積み立て

が行われる。 

 

表２－４ 見返り資金積立状況 

 

 

 

 

 

 
 

*1 肥料到着時の欠損分にあたる保険求償額（43万7,572.83birr）を含む。 

（出所：MoFED） 

 

（3）見返り資金プロジェクト 

見返り資金プロジェクトは2003年に2案件実施され、それ以降実施されていないが（表2-5）、

エチオピアは見返り資金を日本の協力の象徴となるような案件に有効に使用したいと考え

ており、各省と新規計画の策定に関し検討を進めている。また、2012年9月に開催されたわ

が国との政策対話でも、見返り資金の使途について両政府間で協議が行われており、同資

金の早期活用を促すとともに、日本側からもエチオピアの社会開発に有効と考えられるプ

ロジェクトの提案を行っている。 

 

Birr/$ 円/$ Birr/円

2000 550000000 303,987,750 8.4122 123.83 0.0679 1/3 6,883,646 6,883,646.00 100% 695,196.89 6,188,449.11 2000年4月3日 - 2004年4月2日

2001 500000000 362,271,152 8.5638 128.00 0.0669 1/3 8,079,212 7,200,680.35 89% 0 7,200,680.35 2002年4月12日 - 2006年4月11日

2004 400000000 295,891,728 8.6591 105.31 0.0822 1/2 12,164,827 12,164,827.00 100% 0 12,164,827.00 2005年3月4日 - 2009年3月3日

2005 448,000,000 334,399,800 8.6870 117.31 0.0741 1/2 12,381,429 12,381,429.00 100% 0 12,381,429.00 2006年3月7日 - 2010年3月6日

2007 450,000,000 339,479,500 9.1243 112.25 0.0813 1/2 13,797,384 13,797,384.00 100% 0 13,797,384.00 2007年12月4日 - 2011年12月3日

2009 590,000,000 343,714,003.5 13.3814 90.52 0.1478 1/2 25,405,856 42,972,168.50 169% 0 43,409,741.33*1 2010年3月18日 2010年3月18日 2014年3月17日

2011 490,000,000 360,048,000.0 17.3800 82.435 0.2108 1/2 37,954,959 0.00 0% 0 0.00 2012年3月6日 2012年3月6日 2016年3月5日

95,400,134.85 695,196.89 95,142,510.79

残高
(Birr) G/A署名日 積立期限E/N署名日

合計

積立率

(%)
使用額

(Birr)
積立額

(Birr)
積立義務額
（Birr）

年度
E/N供与額

(円)
FOB価格

(円)
為替レート FOB価格に

対する積立
義務率
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表２－５ 見返り資金プロジェクト 

資金使用日 使用額（Birr） 使用目的 

2003年3月19日 6,572,598.54 災害緊急食糧調達（穀物購入及びその輸送） 

2003年7月28日 8,304,310.37 災害緊急食糧調達（穀物の輸送） 
（出所：MoFED） 

 

２－４－４ モニタリング・評価体制 

AISEは中央倉庫や販売センターから週ごとに肥料の販売状況の報告を受けており、特に輸送

時には、毎日状況を確認している。2KR調達肥料については、AISEは主に農協連合に販売して

おり、これらの販売量を取りまとめ、日本側に報告している。 

また、各郡（Woreda）には3名以上の農業普及員（Development agent）が配置されており、農

民に対する研修の実施と併せ、肥料の使用量、需要予測量などについてのモニタリングを実施

し、毎月及び四半期ごとに提出される報告書を通じて現場状況を把握しており、それらの結果

をMoAが集計している。 

2KR調達肥料は、エチオピアが自国予算等で調達した肥料と区別されずに販売・使用されてい

ることから、2KRのみによる直接的な効果を区別して評価することは難しいが、エチオピア農業

研究機構（Ethiopian Institute of Agricultural Research：EIAR）の調査結果や、農民からの聞取り

によれば、主要穀物については肥料を使用した場合、使用していない場合と比較して、生産量

はおおむね2倍から3倍となっているとの報告がなされている。 

 

２－４－５ 広 報 

交換公文の署名式や肥料の引渡式、及び見返り資金プロジェクトの実施に際しては、新聞、

ラジオ、テレビなどを通じ広く報道が行われている。 

 

２－４－６ その他（新供与条件等について） 

2011年度現地調査の際に、新供与条件（見返り資金の外部監査の導入と小農・貧農支援への

優先使用、ステークホルダーの参加機会の確保、半期ごとの連絡協議会の開催）については、

既にエチオピアにおいて実施されており、今後とも継続する考えがあることが確認されている。 

見返り資金の外部監査については、エチオピアでは、会計検査院がすべての政府口座に対す

る監査を行っており、2KRの見返り資金口座もこの対象となっている。これまで同監査において、

見返り資金口座に対する問題の指摘はない。また、これまで民間の監査法人等の第三者による

外部監査は実施されていないが、エチオピア側は両国間の協議において、日本側の要請に応じ

て実施する方針を示している。 

見返り資金の小農・貧農支援への優先使用については、エチオピア側は現在策定中の見返り

資金プロジェクトにおいて、充分に配慮することを表明している。 

ステークホルダーの参加機会の確保については、各郡（Woreda）では農業普及員によりパッ

ケージ型研修3やモジュール型研修4など、技術指導が活発に行われている。その際に農業普及員

                                                        
3 1～5名程度の農民を対象に5日～1カ月程度実施される講習で、作物や土壌、自然環境に応じた技術指導が行われる。 
4 25～30名程度の農民を対象に週に3日×最大6カ月程度実施される講習で、農民は研修を受けながら自分たちで年間栽培計画を

立て、協議を行いながら農作業に従事する。 
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が農業組合や農民などのステークホルダーとの意見交換を行っており、肥料需要量等に関する

情報がMoAに集められている。また、MoAはこの意見交換の機会を通じて肥料配布体制の向上

も図っている。そのほか、MoAは肥料の輸入に関し、AISEや農業組合と協議を行う機会を持っ

ている。 

連絡協議会の開催については、これまでエチオピア側と日本側の代表との間で、2KR及び経済

協力案件に関する会議の場が定期的に設けられている。過去5年間では、2007年及び2008年には

各2回、2009、2010、2011年には各1回の連絡協議会が開催されており、2KR肥料の販売状況、見

返り資金の積み立て状況等について報告及び協議がなされている。 

また、前述のとおり、2012年9月に実施された政策対話においても、2KRの見返り資金プロジ

ェクトについて協議が行われている。 
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第３章 結論と課題 
 

３－１ 結 論 

エチオピアにおいて、2011年時点で農業は、全就労人口の76.8％を占め、国内総生産（Gross 

Domestic Product：GDP）の42.7％、輸出額の90％を占める基幹産業である。 

農用地は、国土の32％を占めるが、実際に農業生産に利用されている耕作地は26％に過ぎない。

ごく一部で、企業経営による輸出向けのコーヒー、園芸作物が生産されているが、主体は天水に

依存したテフ、トウモロコシ、ソルガム、小麦、大麦等の穀物栽培である。また、土地所有面積

が2ha以下の零細農家が農家全体の83％を占め、その多くは自給自足に近い農業を営んでいる。 

エチオピアは、穀物自給のポテンシャルを有しているにもかかわらず、周期的な干ばつ、過放

牧による土壌劣化、薪採取による森林減少、貧弱なインフラ及び産業基盤により、毎年500万人以

上の食糧支援が必要となっている。また、エチオピアを含むアフリカの「アフリカの角」地域で

は、過去2年間の極端な降水不足により、農業生産の激減と食糧不足を招き、同地域で1,300万人以

上が干ばつに苦しんでおり、2011年7月に緊急支援アピールがなされ、短期的な緊急支援とともに、

食糧増産等の農業支援を含む中長期的支援が求められている。 

エチオピアでは、2010年11月に策定された国家開発計画（GTP）において、主要穀物（小麦、ト

ウモロコシ、テフ）の生産量を現行の1,913万MT（2009/10）から2,677万4,000MT（2014/15）に、

また平均単収を1.7MT/ha（2009/10）から2.2MT/ha（2014/15）まで増加させることを目標としてお

り、かかる目標達成に向け、優良種子の使用、化学肥料の投入、小規模灌漑の導入など、政府が

奨励する農業生産モデルを一般の小規模農家にも普及していくことが計画されている。 

特に、化学肥料については、GTPの前計画であるPASDEP期間中において、83万MTが消費され、

主要穀物（小麦、トウモロコシ、テフ）の平均単収は、1.21MT/ha（2004/05）から1.7MT/ha（2009/10）

に増加した実績を背景に、かかる肥料投入による増産計画が最優先事項として期待されている。 

今回の要請は、前回2011年度同様、エチオピアの主要穀物である小規模農家向けに、テフ、ト

ウモロコシ、ソルガム、小麦、大麦の増産に不可欠である肥料（尿素）の調達に係る資金要請で

あり、このような状況のなかで、肥料調達によるわが国の2KR支援の意義は大きい。 

2KR実施体制についても、MoFEDをはじめ、MoA、 AISEによるこれまでの2KR支援の実施状況

は極めて良好であり、本件実施において特段の問題は見受けられない。 

将来的には肥料の国内市場活性化に向け、AISE以外の民間企業の育成が期待されるが、現時点

において、国内における肥料の安定供給、特に遠隔地など条件の悪い地域に肥料を含む農業資機

材を供給するという役割を担っているAISEの役割は依然として大きいものと思料される。 

 

３－２ 課題/提言 

３－２－１ 作物別、地域別施肥基準の早期策定 

エチオピアの農業生産ゾーンは標高及び降水量により多岐に分かれており、その土壌もさま

ざまである。GTPでは、湿潤地域（adequate moisture area）をスケールアップ戦略の重点地域と

し、作物の生産性を高める手段として、土壌に適した作物の選定、時期を捉えた農地準備、播

種、適切な品質・量の農業資材を投入すること等を挙げている。肥料については、アディス・

アベバにあるEIARにおいて、現在、各地域の自然条件や土壌タイプ別の施肥の実証試験を実施

しているが、GTPの目標年度である2015年までに結果を出すためには、作物別、地域別施肥基準
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の早期策定が望まれる。 

 

３－２－２ 農民に対する栽培技術指導の強化 

調達された2KR肥料を有効に活用し、増産効果を発現するには、施肥技術のみならず、農民に

対する適切な栽培技術指導が重要である。エチオピアでは、全国に配置されている農業普及員

を通じた技術指導が広く実施されているが、この技術指導を活用し、地域別に適した施肥基準

の普及が求められる。 

 

３－２－３ 見返り資金の有効活用 

見返り資金について、エチオピア側はこれまでも最低積み立て義務額は達成しているが、更

に販売額を全額積み立てることについても合意している。全額積み立てには、AISEが代行して

いる経費として、保管料、輸送量及び販売手数料が含まれることから、かかる費用について、

今後、見返り資金の使途申請がなされることとなる。 

このほかの見返り資金の活用法については、エチオピアでは首相府の意向により、日本の協

力の象徴となるような案件への見返り資金の活用を想定しており、インフラ整備計画（道路、

水力発電施設、鉄道、上水道の整備等）に限定した活用の検討が進められている。これらの計

画については、その後の進捗を引き続きフォローする必要がある。 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 

 

２．対象国農業主要指標 
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